
1990 年代半ばから高卒就職の危機が叫ばれてきた｡

高校で行われている就職指導の意義は形骸化し, 高校

と企業の間にみられた実績関係と言われる推薦 -採用

の関係は崩壊して高校の果たす役割はなくなったとか,

高校は生徒の就職斡旋から手を引くべきで生徒個人の

自由に任すべきだ, という議論が幅をきかせてきた｡

本書はこのような論調とは一線を画し, 高校の現場か

らのボトムアップの実践に可能性を見い出し, 新たな

高校 -企業間の関係を構築する契機があることを説得

的に説く好著である｡

本書が着目するのは ｢積極的進路保障｣ という一般

には耳慣れない言葉である｡ この言葉は著者が高校教

師へのインタビューの中から析出したもので, ｢高卒

就職者への明確な育成方針を持ち, 仕事の難易度や責

任が上昇する機会, すなわち職務高度化の機会がある

企業へと生徒を就職させ｣ ようとする ｢積極的な意味

での進路保障｣ (p. 1) と定義される｡ 本書は, この

ような積極的進路保障の実現を困難にする要因は何か,

そしてそれはいかにして可能になるか, という問に対

する知見をまとめた労作である｡

第 1 章 ｢『積極的進路保障』 はなぜ困難なのか？｣

では, 研究の目的, 先行研究の問題点, 分析方法とデー

タ, マクロ統計による新規高卒就職の変化が素描され

る｡ 著者によれば, 従来のこの分野の研究には, 労働

需要と労働供給の双方が原因であり, 結果であるとい

う視座が欠落していたという｡ 教育社会学における学

校から職場への移行に関する研究では, 労働需要側の

要因 (例えば, 景気変動, 技術革新の影響, 採用戦略

が企業規模ごとに異なること) を十分に考慮していな

い点が指摘される｡ 一方, 労働経済学や人的資源管理

の研究では, 労働供給側の要因 (例えば, 新規学卒者

の学歴構成と規模の変化) を独立変数として明示的に

位置づけていない点が批判される｡ さらに著者は, 労

働需給の構造だけでなく, 高校 -企業間の関係の ｢認

識｣ の問題を分析の俎上にのせる重要性を説く｡ 労働

需給構造の多様性について高校教師の側に認識ギャッ

プがあり, その結果 ｢積極的な意味での進路保障｣ を

実現する上での困難が生じていることを指摘している｡

すなわち本書は, 高校 -企業間関係の構造と認識の両

面を合わせて分析するという新たな視座を提唱してい

る｡

第 2章 ｢新規高卒労働市場の閉鎖化と中小企業の雇

用行動｣ では, 高卒者の就職先として多数を占める中

小企業に焦点を当て, 大企業の採用活動と対比させな

がらその特徴を分析している｡ 中小企業では, ホワイ

トカラーの高学歴代替は大企業ほど進行しておらず,

製造業における男子技術職, 金融・保険業における女

子事務職は, 高卒採用を求める傾向が依然として強い｡

大企業では男女ともに新規高卒就職者の非正規雇用化

が著しいのに対し, 中小企業における男子採用では,

大企業のような急速な非正規化は見られず, 若年労働

市場の流動化が進展していない｡ これらの知見はマク

ロ雇用統計を企業規模別に分析した結果から導かれて

いる｡
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統計分析については, やや大雑把な印象を受けたと

ころがいくつかある｡ 1 つだけ例を挙げておくと,

｢中小企業 (100～999 人規模) で中途採用が新規高卒

男子を代替している｣ という結論を, 従属変数を新規

高卒男子の人数, 独立変数を中途正規入職男子の人数

とする企業規模別時系列回帰分析から導きだしている

が, これが最も適切な手法か疑問が残らないこともな

い｡ 仮にこの手法がふさわしいとしても, 回帰係数が

最も大きい (代替が顕著である) のは, 中小企業では

なく大企業 (1000 人以上) であり, 結論と適合的で

ないようにみえる｡

第 3章 ｢新卒労働供給の変容と中小企業における新

規高卒技能工の配置と分業範囲｣ では, 中小企業にお

ける高卒技能工に着目する｡ ここでは, 従来の ｢柔軟

であいまいな分業｣ から ｢明確で固定的な分業｣ とい

うテイラー主義への回帰が, 大企業ではなく中小企業

で起こっており, これにより高卒技能工がより高度な

職務につく機会が奪われていることを指摘する｡ この

ような固定的な分業への変化は, 労働需要側が要求す

る能力水準が上昇したわけではない｡ むしろ新卒の学

歴構成の変化により上位の学歴を持った人がより下位

の職務に降りてきていることによって生じており, 高

卒学歴しかない者の認知的熟練度の低下が ｢明確で固

定的分業｣ を敷かざるをえない状況を生み出している

と分析する｡

高卒者を最下位職務の現場作業者として採用し, そ

の後に現場管理者や設計担当など上位職務へと育てて

いく訓練方法をとっている中小企業では, ｢柔軟であ

いまいな分業｣ が残っているとはいえ, キャリアの初

期段階が終わると急速に職務の難易度が上がる ｢キャ

リアルートの急勾配化｣ 現象が出現しており, これに

対して高卒者の認知的スキルが対応できないという事

態がでてきている｡ さらに ISO (国際標準化機構) 認

証取得の奨励に見られるように, 企業外の資格, 評価

の制度化 (著者は知識社会化・資格社会化と呼ぶ) に

より, 現場の技能工労働者に外部資格制度への対応を

迫る規範が増し, ｢キャリアルートの急勾配化｣ に拍

車がかかっているという｡

第 4章 ｢労働需給構造の教師による認識と進路指導・

就職斡旋におけるリアクション｣ は, 高校の就職指導

担当教員が労働市場の変化や求人マッチングについて

どのように ｢認識｣ しているのかを扱っている｡ これ

までの章が, 客観的な構造の把握に焦点が置かれてい

たのに対し, この章では主観的な認知の問題を分析対

象としている｡ 就職指導担当教員は, 近年の労働市場

の変化を ｢新規高卒市場の狭隘化・高卒求人の玉石混

交化｣ (p. 175) と捉え, 高卒者を育成し高度な職務

を経験できる望ましい就職先は, 過去に生徒を採用し

てきた ｢実績企業｣ であると認識している｡ この認識

は, 実際に実績企業の職務内容を詳細に検討した結果

ではなく, 人事担当者の言葉や就職実績があるという

信頼に基づく主観的思い込みや過大評価に大きく影響

されていることが, インタビュー分析から明らかにさ

れる｡ さらに, 過去の遺産であるところの ｢実績企業｣

への信頼と依存が, 客観的な構造と認識の不一致を生

み出し, ｢実績企業｣ が必ずしも望ましい就職先とは

限らないという ｢積極的進路保障｣ と相容れない結果

をもたらす可能性を, 教員はまったく認識していない

という｡

最終章では, ｢積極的進路保障｣ を実現するにはど

のようなことが可能か, という問に今一度立ち戻る｡

そこで著者は 2つの答えを用意する｡ 第 1は, 高校側

が明確な育成方針を持ち, 職務が高度化する機会を提

供する企業であるかを見極める目を養うこと｡ 第 2は,

高校で生徒の認知的能力 (言語や数式の操作能力) を

高めることである｡ 著者は前者を ｢労働需給リンケー

ジ｣, 後者を ｢カリキュラム・リンケージ｣ と呼び,

いずれも教育の世界と労働の世界の間に存在する緊張

関係を超えた有意味 (レリバント) な結びつき (リン

ケージ) が問題解決の鍵を握ると考える｡

高卒者の育成に熱心で職務高度化の機会がある企業

を判別するのは容易なことではない｡ ｢うちの会社は

高卒者を使い捨てにしている｣ と明言する企業などな

いので, 現場でどのようなことが行われているのかに

まで踏み込んだ理解が必要となる｡ そのためにも, 著

者は過去に生徒を採用してきた ｢実績企業｣ だからと

いって, その求人の質を過大評価してはならないこと

を戒めている｡ 特定の高校と企業の制度的なつながり

だけに依拠するのではなく, よりインフォーマルでパー

ソナルな情報ネットワークを駆使して有益な情報を補

完することが重要である｡ ｢大卒採用が叶わない, 高
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卒で充分である, 人件費を抑制したい, 従業員構成の

若年化を図りたい―こうしたニーズを, 積極・消極

の濃淡はあるにせよ, 持っているかどうか｣ (p. 201)

が企業の見極めのヒントになるという｡

生徒の認知的能力を高めて送り出すことは, ｢積極

的進路保障｣ の中・長期的な方策として極めて有効で

あることが繰り返し指摘されている｡ ここで強調され

るのは, 近年よく引き合いにだされるやる気, 意欲,

自分の適性の理解と, 認知的スキルは区別されなけれ

ばならない点である｡ やる気と意欲はどのような職務

につく場合も重要な要素であるが, それだけでは職務

の高度化に対応するためには不十分で, 認知的スキル

が不可欠となる｡ 企業側も成績はさておき意欲や態度

の良い生徒がほしいというだけでなく, 職務高度化に

対応するための最低限度の認知的スキルのレベルと内

容について高校側に伝える必要がある｡ このような情

報交換の中から, 高校のカリキュラムを職場での実質

的なニーズに対応できる内容に編成していくことがで

きると同時に, 実は ｢使い捨て企業｣ なのか ｢高卒育

成企業｣ なのかを見定める指針が浮かび上がってくる｡

高校と企業の新たな関係は, ｢カリキュラム・リンケー

ジ｣ を強化することにより構築することが可能となる｡

本書で提言されていることは, 必ずしも目新しいこと

ではない｡ だからこそ, 逆に, 実現可能な提案であり,

説得力がある｡ ｢積極的進路保障｣ の実現は決して夢

物語ではなく, 高校と企業の間に新たな信頼関係を築

くことは十分可能であるという, 著者の熱いメッセー

ジがここにある｡

最後に一言, 著者への期待を述べておきたい｡ 本書

に限らず学校から職場へのトランジション研究にしば

しば見られることだが, トランジションを経験する生
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徒本人たちがどのようにその経験を受け取り, 理解し

て就職していったかという点は問題にされていない｡

本書では, 受入側である企業の状況と評価, 就職を斡

旋する教員の認識については詳細に取り上げられてい

るが, 就職の当事者である生徒本人や親たちについて

は言及されていない｡ これは就職斡旋の仕組みが, 生

徒と家庭の属性とは切り離されたところで決定されて

いるという暗黙の前提があるようで, 評者には不思議

な気がした｡ 高卒求人の質が悪化してきたという企業

側からの度重なる指摘を, 高校生本人はどのように受

け止め, 就職し働き続けるのであろうか｡ 就職に関す

る学校在学中と就職後の認知の不一致は, 高校生たち

にとって深刻な問題ではないのだろうか｡ 高校で学ん

だことが職場ではレリバントではなく, 自分が勉強し

てきたことと現場のギャップに悩むことはないのだろ

うか｡ このような質問は, ないものねだりなのかもし

れない｡

本書が明らかにしようとしたのは, 高卒労働需給の

変動, 特に高校 -企業間の関係の変遷であり, 企業と

高校という制度的リンケージの分析にスポットを当て

ることは, 自然である｡ ただ, 企業と学校の双方にお

ける ｢認識論的アプローチ｣ を提唱するのであれば,

就職する生徒自身の ｢認識｣ も分析の対象に加えるこ

とで, よりダイナミックな研究に発展させることはで

きないだろうか｡ 刺激的な本書を読了して, あらため

て著者への期待が高まった｡

本書は, 女性労働の変化を注意深く観察し続け, 幅

広い調査に携わってきた著者の研究蓄積の集大成であ

る｡ 女性のキャリア展開 (職業経歴) を ｢男女均等｣

｢仕事と家庭の両立｣ ｢非正規労働｣ の 3つの側面から

捉え, 均等法以降の女性のキャリア展開において何が

変わり, 何が変わらなかったのかを, 実証データによっ

てわかりやすく明快に解き明かしている｡

それによれば, 均等法後の 20年間で, 男性型のキャ

リア展開をめざす女性にとってはチャンスが増えた｡

また, 非正規労働者のキャリア拡大の可能性もわずか

ながら広がっている｡ しかし労働力率の描くM字型

カーブは維持され, 働く母親は増えていない｡ つまり

男女機会均等と, 仕事と家庭の両立支援という二方向

からの法整備がなされたにもかかわらず, その効果は

限定的であり, 女性のキャリアの基本的な構造と課題

は変化していない｡

本書の優れた特徴のひとつは, 女性労働にかかわる

諸問題を高い視点に立って切り分け, その構造を解明

している点である｡ しかも論拠は筆者による実証研究

であり, 丁寧なロジックによって議論が展開される｡

もうひとつの優れた特徴は, 女性のキャリア展開が

抱える課題を, 男性を含めた雇用システムの構造の内

部に位置づけて考察している点である｡ ｢本書は, 女

性のキャリアからアプローチをするが, 男性も含めた

働き方が変わらなければ, 女性のキャリアの展開は制

約され, それは男性のキャリアにとっても制約要因と

なることを主張したい｡｣ (p. 14) とあるように, 著

者は男女の格差を埋める視点を保ちながらも, 働き方

とそれを方向づける雇用システムへと問題を広げてい
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く｡ 最後に提示されるのは ｢多様な働き方｣ であり,

男女に共通する労働の未来像である｡ まず本書の内容

を章ごとに紹介し, その上で若干の感想を付け加えた

い｡

第 1章 ｢女性のキャリアをとらえる視角｣ では, ま

ず内部労働市場の深化した日本においては, 家庭責任

との兼ね合いから女性のキャリア展開が制約されてき

たとの現状認識を示す｡ その上で, 均等法施行以降に

おける企業の雇用管理の変化が女性のキャリアにどの

ように影響したかをデータによって実証することを,

本書の課題として掲げる｡

第 2 章 ｢雇用システムと働く女性の現状｣ では,

1980 年代半ば以降に均等法をはじめとする法整備が

進んだ一方, 長期継続雇用に代表される雇用システム

には大幅な変更は生じておらず, その結果, 女性労働

の基本構造は変わっていないことを明らかにしている｡

有配偶女性の労働力率は低下傾向にあり, 失業率は上

昇し, 女性雇用者に占める非正規労働者の割合は過半

に達した｡ さらに筆者は, 日本女性のキャリアの特徴

を, 次のように指摘する｡ ①労働力率のM字型カー

ブが維持されている, ②高学歴女性の労働力率が低い,

③非正規労働者比率が高く正規労働者との処遇格差が

大きい, ④企業規模, 産業, 職業の分布が男女間で大

きく異なる, ⑤男女間賃金格差が大きい｡

第 3章から第5章では, 均等施策と両立支援策によっ

て変化した雇用システムのもとで, 内部労働市場にお

ける女性のキャリアが男性型に接近し, また非正規労

働者の一部が正規労働者のキャリアに近づいたことを

明らかにする｡

第 3章 ｢雇用機会均等と女性のキャリア｣ では, 企

業内の均等施策が女性の定着および管理職昇進に及ぼ

した影響を実証している｡ ｢均等度｣ は 1990 年代前半

には改善に向かったが, 雇用失業情勢に感応して 90

年代後半には低下している｡ 他方で, 男女均等な雇用

管理は女性の定着を促進し, さらに均等度を高めるこ

とによって女性の管理職比率が高まることが明らかに

されている｡ 均等施策は, 内部労働市場における女性

のキャリア展開の機会を拡大してきたことが見出され

る｡
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第 4章 ｢仕事と家庭の両立支援と女性のキャリア｣

では, 両立支援策の制度導入と運用面での企業の対応

が, そこで働く女性のキャリアに与える影響を調べて

いる｡ それによれば, 両立支援制度の導入と制度利用

の環境整備は女性の長期勤続を促し, 同時に均等施策

をも充実させている企業では, 女性の役職登用が進ん

でいる｡ そのうえで筆者は, 女性のキャリアに大きな

変化が見られず, 両立支援策の効果が限定的であった

理由を, ｢小さな子どもを持つ女性のための施策｣ と

捉えられることによって両立支援策が矮小化されたこ

とにあると指摘する｡

第 5章 ｢非正規雇用の拡大と女性のキャリア｣ では

外部労働市場を採り上げ, 非正規労働者が正規労働者

の仕事の一部を代替する ｢基幹労働力化｣ の実態を,

事例調査結果によって明らかにしている｡ 企業は基幹

労働力化する人材の選別・育成・処遇など, 雇用管理

面の整備を進めている｡ しかしながら, パート社員の

基幹労働力化は本人たちが望む形での処遇改善にはつ

ながっておらず, 正規労働者との賃金格差は拡大傾向

にある｡ 筆者は非正規労働者の処遇の見直しが不可欠

であるとし, 正規－非正規という区分から, 働き方に

応じた処遇を得る方向への政策転換が必要であると述

べている｡

以上のように, 女性のキャリア展開をめぐる変化の

兆しは生じているものの, 大枠で捉えればむしろ変化

していない部分が大きい｡ そこで筆者は第 6章におい

て, 女性のキャリアを男性へのキャッチアップとして

捉えるのではなく, 男女によって共有される新しいキャ

リア展開のモデルを探る視点を提示する｡ すなわち,

現状の雇用システムは処遇・拘束度とも高い ｢男性正

規労働者｣ と, 処遇も拘束度も低い ｢非正規労働者｣

に二極化されていると指摘し, 二極間を埋める働き方

の選択肢を広げるためには①非正規社員の処遇改善と,

②正社員の働き方の多様化, が重要であると述べてい

る｡

第 7章 ｢女性のキャリア展開の課題と展望｣ では,

本書によって見出された ｢変わったこと｣ と ｢変わら

ないこと｣ を整理したうえで, 女性のキャリア展開に

大きな変化が見出せないのは, 処遇と拘束度の高い

｢男性正規労働者｣ の働き方が女性のモデルにならな

かったためであると結論づける｡ そして, 男女を問わ

ず働き方のメニューを増やし, 個々人が働き方を選択

しながら連続的にキャリアを展開する, 新しい働き方

のモデルが必要であるとする｡ 最後に, 多様な働き方

を実現するために, 非正規労働から正規労働のキャリ

アへの転換, ワーク・ライフ・バランスの重視, 職務

ベースによるフェアな処遇の確保, 労働組合の積極的

な関与, さらに税制や社会保障制度を含めた ｢女性が

働く社会を前提にした社会システム｣ への転換を提言

している｡

著者の提示する ｢多様な働き方｣ が, 日本社会にお

ける働き方の将来像を描いていることは間違いない｡

評者だけでなく, 多くの読者がこの将来像の実現に期

待を寄せるのではないだろうか｡ しかし, そこへ到達

するまでには多くの課題が待ち受けていよう｡ 以下で

は, ｢多様な働き方｣ のモデルをより現実的なものに

するために, 筆者が述べていない課題を 2点あげたい｡

1点目として, スキル向上としてのキャリア形成と,

多様な働き方の関係をどのように捉えるのかという点

を提起したい｡ 男性正規労働者の処遇が高いのは, 言

うまでもなく長期にわたるキャリア形成によって高い

スキルを習得するからであり, そのキャリア形成を可

能にするための条件として拘束度の高さ, すなわち働

き方が選択できないという制約が生じる｡ さまざまな

仕事において専門性と優れた技能の必要性が高まる中,

このスキル習得の道筋を確保しながら拘束度を多様化

していくことの難しさが予想される｡ たとえば, スキ

ルと処遇の右肩上がりのベクトルを一定水準でストッ

プさせ, 代わりに自由度を高めるといった働き方が現

れているであろうか｡ あるいはライフステージに応じ

て内部労働市場と外部労働市場を出入りする非連続的

なキャリアを選びながら, スキルを向上させていくよ

うな働き方があるのだろうか｡ そのような具体例が見

出され, その条件が明らかになれば, 多様な働き方へ

の里程標となろう｡

上記と関連して, 2 点目に男性の働き方の変化に注

目したい｡ 女性にとって男性型のキャリア展開に魅力

がなかったとすれば, 男性にとっての魅力も薄れてい

く可能性がある｡ そうであれば, 男性の働き方にも揺

らぎが生じ, 非正規労働者型の働き方に近づいていく

ような ｢減速｣ が生じているのではないだろうか｡ 高
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い処遇よりも拘束度の低い働き方を選ぶ男性がいると

すれば, その背景にはどのような要因があるのだろう

か｡ 働く人に短期的な成果が厳しく求められる現在,

そのような働き方は本人にとって大きな不利益をもた

らすことにならないだろうか｡ また企業にとってのメ

リットは見出せるのであろうか｡

働き方が多様になれば, 労働研究にはその多様さを

追いかける視点が求められる｡ 著者の豊富な調査研究

において見出された ｢小さな変化｣ に触れる, 次の機

会を待ちたいと思う｡

本書が読者に投げかけるのは, 働き方の将来像とそ

の道のりの険しさである｡ 著者の提言をより現実的な

ものにしていくための手がかりを, 評者もまた探して

いかなくてはならない｡

本書は, 短期就労であるがゆえに技術向上は望めな

いとされてきた女性事務職が職場で何を行い, 誰とど

のように仕事を分け合い, 役割を担っているのか, キャ

リア拡大によって組織はどのように変化するのかを明

らかにしたものである｡

著者が女性事務職にターゲットを当てて職務とキャ

リアを詳細に分析した背景には, 女性事務職の仕事や

キャリアについて十分な分析がなされないまま ｢定型

的・補助的｣ と断定されていることへの懸念がある｡

著者は ｢個｣ の力を的確に評価し, 組織における変革

の力とするためには, まずは各職務の実態を解明する

ことが重要であるとして, 女性事務職の職務を詳細に

考察している｡

｢個｣ の力を重視し, 組織変革の力として活用する

として, 近年 ｢ダイバーシティ・マネジメント｣ に取

組む企業が増えている｡

わざわざ説明するのもおこがましいが, ｢ダイバー

シティ・マネジメント｣ とは, 個々人の持つ内面的

(国籍, 性別, 年齢, 価値観など), 外面的 (職務経歴,

外見, 学歴, ライフステージなど), 組織的 (部署,

能力, 雇用形態, 職位など) 違いや特徴を受容・尊重

し, それらを活用できる環境を創造することによって

ビジネス環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる組織

へ変革していこうとする取組である｡ 多くの企業が

｢ダイバーシティ・マネジメント｣ に強い興味を持ち

取り組む背景には, 少子高齢化社会の到来に対する労

働力の確保もあるであろう｡ しかし, それ以上にグロー

バル戦略に打って出る企業の増加や消費者の趣向の多

様化等が急速に進む中で, 環境変化に気づかせてくれ

る, 異なる視点を持った多様な ｢人財｣ (評者はあえ

て ｢人材｣ ではなく ｢人財｣ と使わせてもらいたい)

を組織内部に持ち, それらを結集することが組織の持

続的発展に重要であることに企業が気づき始めたこと

が考えられる｡

多様な ｢人財｣ には, 女性, 高年齢者, 異文化圏か

らの労働者 (外国人労働者) が含まれ, これらの ｢人

財｣ を戦略的に活用する施策が展開されているが, ま

ず ｢女性の活用｣ に取組む企業が多い｡ 具体的には,

女性従業員比率を高めること, 女性役職者を増やすこ

と, 女性の職域を拡大すること, 継続就労が可能な労
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働環境を整備すること (ワーク・ライフ・バランス施

策の充実等) が挙げられる｡

著者は, 特定企業の営業職場で働く女性事務職へヒ

アリングやアンケートを実施することを通して, 女性

事務職の仕事とキャリアの内実と変化を一つひとつ簡

潔かつ丁寧に分析している｡ 評者は, 多様な ｢人財｣

の活用施策を着実に展開するためには, 各職務内容の

分析に, まずは取り組むことが重要であると感じてい

るが, こうした観点から本書を読むと興味深い｡ そし

て, この本の貢献は, 女性事務職の職務内容, 能力伸

張やキャリア拡大の促進要因とその効果を明らかにす

るにとどまらず, ｢ダイバーシティ・マネジメント｣

を進める (進めようとする) 企業に対して, 職務分析

の重要性さらにはその際のポイントを示した点である

と思われる｡

本書の構成は, 大きく 2つに分けられる｡ 第Ⅰ部で

は情報通信機器メーカーA社の営業職場を取り上げ,

3 つの課題を検証している｡ 3 つの課題とは, ①女性

事務職の能力伸張とキャリア拡大, ②性別職務分離の

有無と程度, ③女性事務職のキャリア拡大と性別職務

分離の縮小を引き起こす要因, である｡

第 1章では, 営業職場における 8人の女性事務職へ

ヒアリングを行い, 営業活動における女性事務職の職

務概要を仕事の流れに沿って 31 の課業に整理し, さ

らにそれらを 137 の単位作業へ詳細に棚卸している｡

評者が感心するのは, 実に丁寧に職務, 課業, 単位作

業を調査し, それらを的確に分析していることである｡

評者は, ワーク・ライフ・バランスについて専門的に

研究していることから, 育児・介護休業者および短時

間勤務者の業務の分割や引継ぎ対象者の選定に関して

企業が試行錯誤している場面によく遭遇する｡ 著者が
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作成した営業職場事務職の職務一覧を見ると, ｢誰が｣

｢どの業務｣ を引き継ぐのが効率的かを非常にイメー

ジしやすく, こういった業務の棚卸こそ多様な働き方

や多様な人財活用の第一歩であると強く感じる｡

第 2章, 3 章では, 平均的な女性事務職とベテラン

女性事務職の職務の特徴を浮かび上がらせ, 営業職と

の職務分担を規定する 8つの要素を解説している｡ さ

らに第4章では, 他の職務に転換した女性事務職のキャ

リア拡大事例より, 女性事務職の職域拡大を促進する

要因を明らかにし, 続く第 5 章では, IT 化が女性事

務職へ与えた影響を先行研究の議論を丁寧に整理しな

がら考察している｡

第Ⅱ部は, 営業職への進出を果たした 10 人の女性

事務職へのヒアリングを通して事務職から営業職への

キャリア拡大がどのように展開され, それによって職

場がどのように変容するかを検証している｡

第 6章では, 事務職から営業職へのキャリア拡大を

4つのパターンに分類し, さらにその要因を明らかに

している｡ これらの要因は, これまでも認識されてき

たものであるが, ここまで詳細に分析された上で説明

されることにより説得力を持つ｡ そして, ここにおけ

る示唆は ｢ダイバーシティ・マネジメント｣ において

女性活用を進める企業にとって, 自社の状況に合わせ

て具体的施策へ落とし込む際の参考になる｡ また, 同

章ではキャリア拡大を阻害する要因も考察している｡

第 7 章も非常に興味深い章である｡ 10 の事例すべて

において, 性別職務分離が存在していたことを示し,

女性事務職が営業職へ進出したことによって職場レベ

ルでの性別職務分離を縮小させながら変化したことを

紹介している｡

以上のような個々の章における分析から, 著者は今

後の女性事務職は, ｢高いスキルの要らない情報処理

を担う短期就業の非正規雇用事務職｣ と, ｢職場固有

のスキルを有し, 営業職や専門スタッフ職などのより

高度な職務に向けて技能やキャリアを連続させていく

長期就業の正規雇用事務職｣ の 2つに分化するのでは

ないかと予想している (241 頁)｡ そして, 女性事務

職のキャリア拡大を促進するためには, 個々人が自己

のスキルレベルを的確に把握し, 自己のキャリアデザ
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インを構築することと, 管理者が職務の価値を適正に

評価し公正に処遇する必要があるとしている｡

評者は, ｢ダイバーシティ・マネジメント｣ を進め

る (進めようと検討している) 企業の担当者にはぜひ

本書を読んでいただきたいと願う｡ 分析対象は営業職

場に限定されているものの, その職務分析の方法が他

部署における職務分析を行う際に参考になり, 各職場

において, 女性をはじめとする職場 ｢人財｣ のキャリ

アルートの構築, 育児・介護または健康障害によって

フルタイム勤務が難しくなった際の適切な人財の補完,

当該職場における人財育成の具現化に役立つからであ

る｡ しかし, 一企業の人事担当者が本書レベルで各職

場の職務を棚卸することは困難かもしれない｡ 評者自

身, ワーク・ライフ・バランスを企業に進める中で職

務棚卸の必要性を説き, できるだけ詳細の職務分析を

試みるが, 残念ながらこのようにできたことはない｡

職務分析の難しいのは, 担当者本人およびその上司が

職務を円滑に遂行するために行っている ｢日々の作業

や考え方｣ を貴重なノウハウであると認識していない

(気づいていない) ため, それらを導くための質問が

困難だからである｡

あえて, 本書に対して, 多様な人財の活用, 多様な

働き方を研究フィールドとする評者の立場から 2つの

指摘をさせていただくことをお許し願いたい｡

著者は, 女性事務職の今後について先述のとおり大

きく 2つに分化するのではないかと予想している｡ し

かし, 区分の仕方について評者の見解は著者と異なる｡

確かに, スキルを要するか否か, といった観点で業務

は二分化されるかもしれない｡ しかし, その担当を,

スキルを要さない職務に対しては ｢短期就業の非正規

雇用事務職｣, スキルを必要とする職務に対しては

｢長期就業の正規雇用事務職｣ とするのはどうであろ

うか｡ 小売業を中心に, パート労働者が正規従業員を

含む従業員のマネジメント業務を担う事例が多々出て

きていることからもわかるように, 非正規従業員の中

にも高いモチベーションと能力を有する人財が多数存

在している｡ ゆえに, ｢個｣ の力を的確に評価し, 組

織における変革の力とするためには, 雇用形態や就労

時間の長短において職務を分類しないことが重要なの

ではないか｡ 評者は, 女性事務職のみならず, 非正規

従業員を含めた全ての従業員を ｢人財｣ として位置づ

け, 能力に見合った職務に配置していくことが重要で

あると考えている｡

最後に, もう 1つ指摘させていただきたい｡ 女性事

務職の職域拡大・キャリア拡大のみならず, 多様な

｢人財｣ の活用にはタイムマネジメント意識の徹底が

不可欠である｡ 先述したとおり, 多様な ｢人財｣ には

女性, 高年齢者, 異文化圏からの労働者が含まれる｡

これらの人財は仕事や家庭に対する価値観, 体力, ラ

イフステージなど, 個々人がもつ要素は多様であり,

これまでの日本企業における画一的な労働時間帯では

彼らの能力を十分に発揮できるとは限らない｡ このた

めにも, 各職場の職務分析を行い, ｢どの業務に｣ ｢ど

の程度の時間を要するか｣ を把握することが重要とな

ろう｡ これによって各職務に要する時間, 要する能力

に応じて適切な人財を配置でき, 短時間就労の労働者

も十分に活用できた ｢ワーク・ライフ・バランス｣ が

実現し, さらには長時間労働が是正されていくと考え

る｡ 多様な人財の活用とそれに伴う多様な働き方の実

現には, 土台となる ｢個｣ の能力を見極めるマネジメ

ント力, 職務内容に見合った業務遂行に要する時間の

把握を徹底していくことこそ重要である｡ つまり, 多

様な人財活用や多様な働き方に関する施策は, この土

台の上にある 『二階部分』 である｡ 従って, この土台

部分を確実に行うことなく, 『二階部分』 の施策を推

進しても, 砂上の楼閣にすぎない｡ ゆえに, これから

の多様な ｢人財｣ 活用, 多様な働き方に関する人事戦

略においてはこれらの 2つの視点を忘れてはならない

のではないか｡
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